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内海幸久君学位授与報告

報 告 番 号 甲 第 2 4 9 0号 

学 位 の 種 類 博 士 （経済学）

授与の年月日平成 1 7 年 1 0 月 1 3 日 

学位論文題名 Individual D ecisions and C o
operation  in Strateg ic Form  
G am es
(個別意思決定と戦略形ゲームにお 

ける協力について）

内容の要旨

われわれの社会において，利害対立する企業の業務 

提携，国家間の同盟関係など，人々や組織の間の提携関 

係の形成がしばしば見受けられる。実際，E U の出現 

や地球環境問題などの国際会議，外交交渉等にみられ 

るように，経済主体同士がコミュニケーシヨンや協調 

をしながら利害を調整するという状況は多数存在する 

と考えられよう。このような社会現象の数理的な分析 

は経済学やゲーム理論を用レ、て分析が進んできている。

本研究は，社会現象の数理的な分析の基礎を与える 

意思決定理論やゲーム理論をめぐる問題に関して，価 

値基準や価値判断を重視する規範的な接近，心理や行 

動学の立場を重視する実証的な接近の二種類の分析視 

角から基礎的な研究を与えるものである。

フ ォ ン • ノ イ マ ン とモルゲンシュテルンの研究書  

“T heory of G am es and E conom ic B ehavior” 
( 1 9 4 4 )にて具現されているように，意思決定をめぐ 

る研究は，対象となる主体間の関係から大きく三種類 

に分類されて考えられている。第一は，主体が1 人の 

ケース，第二は，主体が複数人存在するケース，第三 

は，複数人の主体間に提携が許されるケースである。

第一のケースでは，選択肢の集合とその上の選好関 

係から問題を構成し，どのような時に，選好が関数とし 

て表現できるのか，また，その関数がどのように表現 

され得るのか，望ましい価値判断とは何かが中心的課 

題となっている。第二のケースでは，複数人の意思決 

定問題になるため，相手がどのような行動をとってく 

るのかという予想が重要な働きをする。非協力ゲーム 

の用語を借りると，戦略形ゲームと呼ばれ，主体が一 

人になると第一のケースに帰着される。第二のケース
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では，各主体が独立に行動すると想定されている。こ 

の独立に行動するという構造を緩め，複数人による提 

携を許した概念が第三のケースである。グループ内は 

コミュニケーションを行い，互いの行動を協調するこ 

とができる。一方で，各グループ同士は非協力的，戦 

略的な対立状況にある。その為，各主体が提携できな 

いという提携構造によって第二のケースが表現できる。 

上記の三種類の範疇から本研究は構成される。

1 章 In tr o d u c tio nでは，個別意思決定と戦略形ゲー 

ムにおける協力に関する系譜や問題を明らかにした上 

で，本研究の目的と意義，結果を要約している。

2 章 D ecision  T h e o r y は，第一のケースに相当す 

る。フ ォ ン . ノイマンとモルゲンシュテルンによって 

提唱された期待効用理論は，不確実性下の意思決定で 

の主要な分析ツールとなっている。この分析手法は， 

状態に関する確率が意思決定主体に知られている時に 

有効である。この状態に関する確率が知られていない 

場合に期待効用の理論を拡張したのが，サベッジやア 

ンスコンべとオーマンらによる主観的期待効用の理論 

(主観確率の理論）である。この手法は，意思決定主体 

が状態に対する確率付けを知らなくとも，意思決定を 

する際には，あたかも事象に確率を割り振り，その期 

待効用を計算しているというものである。主観的確率 

の理論は，規範的な解釈としては，どのように意思決 

定をするべきかを与え，実証的な解釈としては，まさ 

に主観的期待効用の想定するように意思決定されてい 

ると考えるものである。

本章では，主観的な確率を割り振るような状況，っま 

り，状態に関する確率が未知の場合であっても，類似の 

状況が繰り返し起こることで，主体が真の確率を学習 

していくということを証明した。具体的には，意思決 

定主体の学習構造を情報増大列を伴う確率空間によっ 

てモデル化する。主体の形成する主観的な条件付確率 

の推移を追跡することによって，主体の学習によって， 

どのような確率を形成していくのかが分析できる。こ 

のような枠組みの下で，主観的な条件付確率が収束す 

るという定理を証明した。このような情報増大列によ 

る学習理論のアプローチによって，主観的期待効用理 

論と期待効用理論の関係を明らかにしたことが主要な 

貢献である。この帰結によって，実証的な解釈を持っ 

主観的期待効用の理論と，規範的な解釈を持っ期待効 

用の理論との関係が明確になる。更に，その関係から， 

意思決定を繰り返していくうちに，より精度の高い情

報を利用することができるという知見が得られる。

3 章 S trateg ic Form G am es は，第二のケースに 

相当する。戦略形ゲームの状況は，戦略的な依存関係 

にある状況をモデル化する有用なツールとして広く利 

用されている。このツールを利用するには，いくつかの 

重要な仮定が課される。ゲームを行うプレーヤーや分 

析をする分析者は，どのような戦略があるのか，また， 

どのような結果になるのかなどの様々な条件を知って 

いなくてはいけない。しかし，このような条件を満た 

すことは，社会現象をモデル化するにあたって，非常に 

非現実的であると批判されることがある。特に，情報が 

不完全であるという経済，社会問題を分析するのに有効 

な手段である不完備情報のゲームは，com m on prior 
a s s u m p t io n と呼ばれる，事前確率に関する仮定が必 

要こされている。しの，com m on prior assum ption  
は，数学的な仮定である等の批判もあり，従来から，多 

くの正当化が考えられている。例えば，ハルサーニや 

オーマン，サメットらである。しかし，その多くは，何 

らかの情報（互いの戦略の情報や確率の構造など）が 

主体の間で，共有知識になっているということを仮定 

しなくてはいけなかった。

本章の意義は，com m on prior a s s u m p t io nを共 

有知識の仮定を利用せずに正当化することである。そ 

れによって，主体が主観的にゲームを予想していても， 

やがては，com m on prior a s s u m p t io nのような状 

態，つまり，主体間で共有の事前確率を持てるという 

状態が達成されることが正当化され，より，根本的な 

理由からのアプローチが可能になったといえる。本章 

では，プレーヤーがゲームを主観的に想定し，繰り返 

し類似の状況に遭遇すると情報を更新していくという 

ことをモデル化して分析を進めた。情報の更新は，数 

学的には，情報増大列という形で記述される。情報増 

大列に適合するような確率を考えると，条件付の確率 

はやがて収束していくということを示すのが本章の基 

本的な定理となる。

主要な結論は，不完備情報のゲームは，正の確率で 

各主体にとって共有知識になり，その結果，ゲームに 

割り振られる確率が，共有の確率になることが分かる。 

また，完備情報のゲームは，確率 1 で各主体にとって 

共有知識になることも分かる。この定理により，共有 

知識を仮定しなくても，学習という過程を通じて，や 

がては，不完備情報ゲームを知覚できることが確認さ 

れる。また，通常のゲーム理論で展開される様々なモ
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デルは，不完備情報ゲームの収束先として表現される 

ことがわかる。

4 章 S trategic Form gam es w ith  C oalition s は， 

第三のケースに相当する。国際会議の開催や貿易交渉， 

E U の加盟問題にみられるように，各国の代表団はそ 

れぞれ利害が対立するものの，交渉をまとめるべくコ 

ミュニケーシヨンを繰り返し，協調的な行動をとるこ 

とが多々あると思われる。例えば，共有資源が過剰利 

用されるという共有地の悲劇は，利害対立と協力行動 

の両方が観察される問題の一例として考えられている。 

当事者達が非協力的に振舞い続けるのならば共有資源 

はやがては枯渴してしまう。しかし，当事者達はいつ 

も非協力的に振舞うだろうか。仮に，コミュニケ一シヨ 

ンが十分になされるならば，協力的な行動をとる可能 

性も十分にある。実際，4 . 3 にて十分なコミュニケ一 

シヨンがなされるならば協力現象が発生することが示 

される。本章では，これらの社会現象を説明できるよ 

うな一般的なフレームワークを提不し，分析を試みる。

4 . 2 では，公共財経済を対象とする。公共財という 

外部性が存在する経済において，その経済のコアがプ 

レーヤー達のどのような戦略的提携行動によって達成 

されうるかを考察する。そのため，プレーヤー同士の 

提携と逸脱を考慮した均衡概念である強均衡を利用し， 

これと公共財経済から構成されるコアとの関係，さら 

に古典的なa - c o r e や /3 - c o r eとの関係を分析した。 

本章では，公共財経済から形成される公共財供給ゲー 

ムの自己援助型の強均衡とコアが一致するということ 

を示した。

公共財経済のもとでプレーされる戦略形のゲームを 

定義する。プレーヤーの戦略は，各人が他人に私的財 

をどれくらい移転するのかを記述する私的財の取引量 

と，自分一人でどれくらいの公共財を必要とするのか 

という公共財量の組から成る。ひとたびプレーヤーた 

ちの戦略（取り引き量）が決定されると，それぞれの取 

引が整合的であれば取弓丨が成立する，という配分規則 

によって，財の移転が行われる。プレーヤーたちの利 

得は，配分規則によって実現する配分からの効用で与 

えられる。また，提携は自由に許される。このように 

構成される戦略形ゲームを，ここでは公共財ゲームと呼 

ぶ。公共財ゲームに SSC E (self-supporting coali- 
tiona l e q u il ib r iu m )という概念を導入する。SSC E  
とは，提携内部での公共財の補填が可能な提携が自由に 

逸脱することができる状況を考えた強均衡とみなせる。

S S C E から生成される配分と公共財経済のコアが等し 

くなるという結果を示した。次に，公共財経済のコア 

と戦略形ゲームにおける古典的なa - c o r e や /S-core 
との関係を明らかにした。主要な帰結は，「SSC E = コ 

ア」，「空集合^ /S -c o r e C a -c o r e s弱パレート」のよう 

にまとめることができる。このように，本来，戦略を 

捨象した協力ゲームの概念であるコアが，戦略形ゲー 

ムの自己援助的な逸脱のない均衡として記述されるこ 

とが明らかとなった。

これらの状況を非対称情報のある状態へ拡張したの 

が 4 . 3 である。提携形成が許される戦略形ゲームに非 

対称情報を導入して協調行動が発生する条件を探る。 

本節では，より一般的な状況下にて，非対称情報を持 

つプレーヤ一達がコミュニケーションを通していかに 

協調を達成するのかについて分析を展開した。最初に， 

B a y e s ia nゲームを利用してコミュニケ一ションと協 

調の関係について議論する。各プレーヤーが持つ夕イ 

プを主観的な情報と考え，この情報がコミュニケ一ショ 

ンを通してどのように共有されるのかについて考察す 

る。本節の主要な結論は，コミュニケーションを通し 

て互いに情報が正確になるような状況下では，協調行 

動が達成されるということである。この定理は，水面 

下でのコミュニケーションによって利害対立を回避し 

ようとする社会現象の説明に一石を投じるものと考え 

られる。次に，各主体がコミュニケーション時に自分 

の夕イプについて真のタイプを報告しない可能性があ 

ることを考慮する。近年，研究が盛んになっている情 

報の経済学の成果を導入し，誘引両立制約を考慮に入 

れた協調行動の関係について分析を行う。誘引両立制 

約がある場合においても，特殊な状況下ではコミュニ 

ケーションを通して協調行動が芽生えることが明らか 

になった。本章の定理は，限定的ではあるが，利害対 

立の状況を真の情報を述べつつ回避するには，コミュ 

ニケーション以外の条件が必要になることを示唆して 

いると解釈できる。本章を通し，コミュニケーション 

が協調行動という現象の創出にとって重要な役割を果 

たしていることが明らかとされる。

5 章 C o n c lu s io nでは，以上の結果を総括している。

論文審査の要旨

内海幸久君の学位請求論文「Individual D ecision  
and C ooperation  in S trateg ic Form G am es」は，
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個別主体の意思決定問題および戦略型ゲームに関する 

同君の研究をまとめたものであり，その内容によって 

大きく二っに分けられる。一っは客観的確率分布が主 

観的確率分布に収束することを示すことにより，期待 

効用理論の前提とベイジアン• ゲームにおける「共有 

事前確率の仮定」を正当化するロジックを探る研究で 

あり，ゲーム理論の基礎的研究といえる。他方は，提 

携を認める戦略型ゲームの研究であり，公共財経済に 

おける協力行動の特徴づけと，非対称情報下でのa コ 

アの存在定理が主要な内容である。どちらの研究にお 

いても新しい結果が得られており，ゲーム理論の経済 

学への応用という観点からも評価される内容を含むも 

のとなっている。

各章の内容を詳しくみていくと，第 1 章の序章に引 

き続き，第 2 章では個別主体の意思決定問題が取り扱 

われる。そこではまず2 . 1 節，2 .2 節において確実性 

下および不確実性下の決定理論が手際よくまとめられ 

ており，とくに主観的期待効用の理論にっいては，シュ 

マイドラー， アンスコンブ = オーマン，サベツジの定 

理が紹介されている。そののち，2 .3 節において客観 

的確率分布に基づく期待効用理論と，主観的期待効用 

理論の関係が考察されるが，そこではつぎのような想 

定がなされている。すなわち，毎期に所与の確率分布 

にしたがってある状態が実現し，意思決定主体は状態 

の実現値を観察するが，その確率分布については主観 

的に予想するという想定である。このとき，主観的確 

率分布に関して，所与の確率分布（客観的確率分布）が 

絶対連続であるならば，各期までの情報に基づく主観 

的な条件付き確率分布が，客観的な条件付き確率分布 

に収束するという命題が証明される（定理 2 .6)。これ 

は，各期における主観的期待効用が「学習」により客 

観的期待効用に収束することを意味しており，客観的 

期待効用理論を正当化する条件を示しているといえる。

つぎの第3 章ではベイジアン•ゲームの基礎付けが 

取り扱われる。まず3 .1 節，3 .2 節において予備的な考 

察がなされたのち，3 .3 節において不完備情報ゲームと 

ベイジアン• ゲームが'定義され，ハルサーニによる「共 

有事則確率の仮定(com m on prior assu m p tion)」が 

説明される。この仮定は，すべてのプレイヤーが共通 

に利用可能な情報のみを用いて予想を形成すれば，彼 

らがプレイヤーのタイプに関して同一の事前確率をも 

つであろうという想定であり，ベイジアン.ゲームを 

定義する上での前提となるものである。本章の主要な

—— 158

貢献は，前章と同様の手法を用いて，共有事前確率の 

仮定の正当性を示したことにある。すなわち，プレイ 

ヤーが真のゲームに関して主観的な事前確率をもって 

いる場合でも，毎期にプレイされるゲームを観察する 

ことにより，主観的な事前確率が客観的な事前確率に 

収束することが示されるのである（定理 3 .3)。共有事 

前確率の仮定を正当化する従来の研究が，ゲームの構 

造に関する何らかの共有知識を前提としていたのに対 

し，本章の議論ではそれを必要としないという点が評 

価される。

第 4 章は提携戦略型ゲーム，すなわちプレイヤ一同 

士の提携を許した戦略型ゲームの分析を扱っている。 

4 .1 節で，提携戦略型ゲームの解概念であるa コア，/3 
コアおよび強均衡が定義され，それらの存在に関する 

先行研究が紹介されたのち，4 . 2 節で公共財経済への 

応用が扱われる。そこではまず，公共財経済を記述す 

る提携戦略型ゲームが定義されるが，それは私的財の 

他のプレイヤーへの移転量と，公共財の追加的生産量 

を各プレイヤーの戦略とするような戦略型ゲームであ 

る。このとき，ある提携による逸脱を考えると，提携 

に加わらないプレイヤーが生産した公共財であっても， 

提携内のプレイヤーが消費することが可能になる（公 

共財の非排除性）のに加え，提携外から当該提携への 

私的財の移転も発生してしまう。そこで本論文ではま 

ず，そのようなフリーライドを認めない逸脱（自己援 

助的7ょ逸脱，self-supporting d e v ia t io n )を)^義し， 

自己援助的な逸脱のみを考えた場合の強均衡をSSC E  
ise lf-sup portm g coalition al equilibrium ) と疋義 

する。本節の貢献の一つは，このS S C E が公共財経済 

のコアに一致することを証明した点にある。これによ 

り，公共財経済における協力行動が，_ 己援助的な逸 

脱という概念を通じて提携戦略型ゲームの強均衡とし 

て特徴付けられることになる。またこのとき，冷コア 

は空集合に，OLコアは弱パレート効率的な配分の集合 

に一致することも示される。

4 . 2 節におけるもう一つの貢献は，戦略変数が非負 

制約を満たす場合のコアの特徴付けを行った点にある。 

ここでの主要な結論は，公共財経済のコアが，提携戦 

略型ゲームの a コアおよび /3 コアに一致するというも 

のであり，非負制約がない場合の結論と対照的になっ 

ている。本節において，提携戦略的ゲームを用いるこ 

とにより，公共財経済のコアにおける各プレイヤーの 

行動を明らかにしたことの意義は大きい。
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4 . 3 節は，提携戦略型ゲームのベイジアン.ゲーム 

への拡張を行ったものであり，非対称情報下でのプレ 

イヤ一間のコミュニケーションが新たな考察の対象と 

なっている。本節では，プレイヤーの行動の決定が各 

自のタイプの観察前に行われると仮定されるので，a  
コアが「事前」a コアと呼ばれている。ここでは，プ 

レイヤーが提携することにより提携内で情報のやり取 

りが可能となり，それをどのように定式化するかとい 

う問題が生じる。実際，これまでの研究においては， 

情報交換の仕方をかなり特定した上で，事前 a コアが 

存在するための十分条件を求めるということが行われ 

てきた。それに対して本論文では，情報交換の可能性 

をコミュニケーション系として一般的に記述し，その 

下で事前a コアが存在するための十分条件を求めてお 

り，従来の研究にはない結果が得られている。

本節の主要な結論は，提携内の情報が完全に共有さ 

れる場合，または情報の共有が全く生じない場合には， 

事前 a コアが存在するというものである（定理 4 .5)。 
またそれ以外の場合でも，当該のベイジアン•ゲーム 

が 「a 協力効果」と呼ばれる条件を満たすならば，事前 

a コアの存在が保証される（命題4 .7 )。ここでa 協力 

効果とは，提携によって有効であるどんな配分も，プ 

レイヤー全体からなる提携によって支配されるという 

条件である。さらに本節では，誘因両立制約を考慮し 

た上での事前a コアの存在条件も求められている（定 

理 4 .6)。
以上のように，本論文は期待効用理論とベイジアン• 

ゲームについて「学習」の観点からの正当化を与え，ま 

た提携戦略型ゲームのa コアの存在条件を考察するこ 

とにより，プレイヤ一間の協力行動に関して精緻な分析 

を行ったものである。各章は，本文中で用いられる概念 

の定義や仮定からはじまり論理的に構成されているほ 

か，自発的貢献ゲームなどの数値例が多数あげられて， 

抽象的な命題の意味を明確化するのに役立っている。 

ゲーム理論が経済学に応用されて久しいが，本論文の 

研究によって，産業組織論や情報の経済学への応用可 

能性が広がることが期待される。なお，本論文の研究 

の一部は In ternationa l Gam e Theory Review,  
K eio  E conom ic S t u d i e sなどの査読付き雑誌に掲 

載されていることもつけ加えておく。

最後に問題点を指摘すれば，4 .3 節において，コミュ 

ニケーション系の構造に関してもう少し突っ込んだ議 

論があつてもよかったという点があげられる。提携内

でどのように情報が伝達されるかということは，提携 

の人数にも依存する可能性があり，それを調べるには 

展開型ゲームが必要になるかもしれない。また，コア 

以外の解概念を用いる可能性についても検討の余地が 

あると考足られる。

しかしながら，本論文のゲーム理論と経済学に対す 

る貢献は十分に高く評価できるものであり，審査委員 

会は全員一致で当論文が博士（経済学）学位付与にふ 

さわしい研究であると判定するものである。

論文審査担当者

主 査 須 田 伸 一 （慶應義塾大学教授（経済学部）

P h .D .)
副 査 川 又 邦 雄 （慶應義塾大学名誉教授

P h .D .)
副 査 中 山 幹 夫 （慶應義塾大学教授（経済学部)

理学博士)

学力確認担当者

丸 山 徹 （慶應義塾大学教授（経済学部)
経済学博士)

尾 崎 裕 之 （慶應義塾大学教授（経済学部)）

—— 159 ( 329) ——


